
基準価額の推移（2007年1月31日 ～ 2012年2月29日) （設定日前日を10,000としております）
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2012年2月29日現在
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基準価額(分配金込み)

・基準価額（分配金込み）は、税引前分配金を単純に合算して計算したものを表示しています。

・当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を単純に合算して計算したものを表示しています。
・日々の基準価額は日経新聞朝刊に掲載されています。
・基準価額は、当ファンドの信託報酬控除後の価額です。

【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

設定日　２００７年１月３１日
決算日 原則 １月２５日

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

基準価額

当ファンド 8,180円 7,387円

2月の基準価額の高値・安値

 高値 (日付)  安値 (日付)
当ファンド 8,180円 (29日) 7,406円 (1日)

1月末2月末

基準価額の騰落率

当ファンド

1ヵ月 10.7%   
３ヵ月 16.9%   

６ヵ月 3.8%   
１年 ▲1.6%   
３年 71.4%   
５年 ▲15.0%   

設定来 ▲15.6%   

分配金の推移（最近５年分） ※分配金は税引前の金額。

決算日 分配金
2008/1/25 150円   
2009/1/26 0円   
2010/1/25 50円   
2011/1/25 50円   
2012/1/25 10円   
設定来合計 260円   

資産構成

内訳

新光　サザン中国・オール
スター株式マザーファンド

50.9 % 49.1 %

ＴＭＡ サウス イースト
 エイジアン エクイティ ファンド

47.8 % 48.8 %

その他資産 1.3 % 2.1 %
純資産 20,702 百万円 18,773 百万円
元本 25,308 百万円 25,414 百万円

2月末 1月末



基準価額の要因分析

主な国の株価指数と為替の月間騰落率（2月）
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2012年2月29日現在

【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

設定来 直近1ヵ月間

内訳 2007年1月31日から 2012年2月1日から

2012年2月29日まで 2012年2月29日まで

新光　サザン中国・オールスター株式マザーファンド ▲ 1,551円    517円    

ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド 584円    285円    

信託報酬その他 ▲ 593円    ▲ 9円    

分配金 ▲ 260円    0円    

合計 ▲ 1,820円    793円    

国名 株価指標名 騰落率 通貨名 騰落率

香港 ハンセン 7.0%   香港ドル 5.6%

シンガポール FTSEストレイトタイムズ指数 2.8%   シンガポールドル 6.4%

マレーシア
FTSEブルサマレーシア

KLCIインデックス
2.9%   マレーシアリンギット 7.5%

タイ ＳＥＴ 6.7%   タイバーツ 8.5%

インドネシア ジャカルタ総合 ▲0.3%   インドネシアルピア 4.7%

フィリピン フィリピン総合 3.8%   フィリピンペソ 5.6%

・株価指数の騰落率は、ファンドの資産評価日ベースで、現地日付ベースではありません。
・為替の騰落率は、三菱東京UFJ銀行などのデータを基に新光投信が作成しています。
・掲載した国および株価指数・為替は代表的と考えられるものをご参考として掲載したものです。したがって、
  各騰落率のデータとあわせて、将来の投資先や投資成果を示唆・保証するものではありません。

・要因分析に掲載した数値は、「サザンアジア・オールスター株式ファンド（以下、当ファンドといいま
す）」の日々の騰落額を、内訳に記載のある項目に分けて日々計算し、累積したものです。 
また、当ファンドにおける「新光 サザン中国・オールスター株式マザーファンド」および「ＴＭＡ サウス
イースト エイジアン エクイティ ファンド」の組入比率は、日々変わります。 
したがって、当ページの要因分析の数値と、３ページ目の「新光 サザン中国・オールスター株式マ
ザーファンド」および５ページ目の「ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド」の資産構
成表内月間騰落率ならびに１ページ目の各ファンドの組入比率から類推される数値は、カイ離が生じ
る場合があります。 

・要因分析の計算は「簡便法」により行っておりますので、実際の数値とは異なるケースがあります。し
たがって、あくまで傾向を知るための目安としてお考えください。 

・掲載した要因分析は、当ファンドの将来の投資成果を示唆・保証するものではありません。 
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2012年2月29日現在

新光　サザン中国・オールスター株式マザーファンドの内容 

　　　　　　　　　　　※比率は、新光 サザン中国・オールスター株式マザーファンドの純資産総額に対する比率です。
　　　　　　　　　　　※各比率は、小数第2位を四捨五入しております。
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基準価額の推移（2007年1月31日 ～ 2012年2月29日)

【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

ファンドマネージャー コメント
　・あくまで作成時点での見解等を開示したもので、将来の市場環境の変動やファンドの値動き等を保証するものではありません。

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

（設定日前日を10,000としております）

資産構成

内訳

外国株式等 98.2 %

その他資産 1.8 %

合計 100.0 %

月間騰落率 14.2 %

2月末

※外国株式等には、新株予約権証券・投資証券を含んで表示して
   おります。

外国株式組入上位５業種

比率

1 不動産 22.5%

2 消費者サービス 10.5%

3 ソフトウェア・サービス 8.3%

4 電気通信サービス 8.3%

5 小売 7.1%

業種名

外国株式組入５通貨

比率

1 香港ドル 94.0%

2 米ドル 4.2%

3 - -

4 - -

5 - -

通貨名

 
≪月間の運用経過≫ 

  米国では雇用を始めとして景気回復基調が続いていま

す。欧州でも昨年末にＥＣＢ（欧州中央銀行）が実施したＬＴ

ＲＯ（長期資金供給オペ）の効果が浸透したことや、ギリシャ

の第２次支援策に合意がなされたことで、世界的に投資家

心理は大きく改善されました。中国では中国人民銀行が預

金準備率を引き下げました。やや意表を突いたタイミングで

の発表であったため、景気が想定以上に悪いのでは、との

見方が広がりましたが、株式市場では更なる緩和に対する

期待が高まり、香港のハンセン指数は上昇基調を辿りまし

た。 

以上のような市場環境の中、公益や通信などディフェンシ

ブ銘柄の比率を落とし、金融や運輸など景気敏感銘柄の組

み入れを増やしました。また消費関連でも銘柄の入れ替え

を行っています。 

 

≪今後の運用方針≫ 

  欧州債務問題と米国経済に対する懸念は後退しており、

世界的に株式市場の先行きに対して強気派が増えているよ

うです。ただし、イラン情勢の緊迫化による原油価格上昇や、

日米欧の大規模な金融緩和を背景とした商品市場への資

金流入などにより、物価上昇に対する懸念も高まっています。

中国では政府首脳による「経済政策を微調整する」との実質

的な緩和発言もあり、必要な分野への支援は実施される見

込みで、経済活動の活発化が期待されます。また、３月に開

催予定の全人代（全国人民代表大会、国会に相当）におい

て、何らかの景気支援策が打ち出される可能性もあります。 

前年末からのハンセン指数の値上がりが急ピッチであっ

たため、短期的には調整する局面もあると見ていますが、中

長期的な株価は底堅い動きを予想しています。こうした見通

しのもと、２月後半から本格化している決算発表を精査しな

がら、割安感があり、しっかりとした業績拡大が見込まれる

金融や消費などの銘柄で組入比率を高める方針です。 
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2012年2月29日現在

新光　サザン中国・オールスター株式マザーファンドの内容 

※比率は、新光 サザン中国・オールスター株式マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

外国株式組入上位１０銘柄

※特定の銘柄の推奨を目的としたものではありません。また、将来の値動き等を示唆するものではありません。

業種名 通貨名 比率 銘柄解説

1
SUN HUNG KAI
PROPERTIES

不動産 香港ドル 5.4%
【サンフンカイ・プロパティーズ】　香港有数の大手不動産会
社、香港を代表するオフィスビルＩＦＣ２などを保有、住宅開
発は最高級物件から普及タイプまで展開。

2
HUTCHISON
WHAMPOA LTD

資本財 香港ドル 5.0%
【ハチソン・ワンポア】　５０ヵ国以上で事業を展開する、香港
を代表するコングロマリット。港湾、不動産、小売、エネル
ギー、通信などの分野で有力な企業群を持つ。

3
HYSAN
DEVELOPMENT
COMPANY LIMITED

不動産 香港ドル 4.5%
【ハイサン・ディベロップメント】　香港の不動産会社。香港で
最も賑わう商業地域の一つである銅鑼湾エリアに多くの商
業施設やオフィスを持つ。

4 AIA GROUP LIMITED 保険 香港ドル 4.5%
【ＡＩＡグループ】　米国保険大手ＡＩＧのアジア・オセアニア部
門。香港や東南アジアで高いシェアを持ち、中国でも事業
基盤を拡大している。

5
SANDS CHINA
LIMITED

消費者サービス 香港ドル 4.3%
【サンズ・チャイナ】　マカオを代表する大型カジノリゾートで
あるザ・ベネチアン・マカオなどを運営しているのに加え、新
たな総合リゾート開発も進めている。

6
CHEUNG KONG
HOLDINGS LTD

不動産 香港ドル 4.3%
【チョンコン・ホールディングス】　香港を代表する企業グ
ループの中核である大手不動産会社。事業領域は住居か
らオフィス、商業、ホテルまで多岐にわたる。

7
WHARF HOLDINGS
LTD

不動産 香港ドル 4.3%

【ワーフ・ホールディングス】　香港の不動産を中心としたコ
ングロマリット。近年再開発が進み洗練された九龍エリアに
多くの商業施設を持つ。ほかにも通信や物流事業も手がけ
ている。

8 BAIDU INC-SPON ADR ソフトウェア・サービス 米ドル 4.2%
【バイドゥ】　拡大が続く中国のインターネット市場において、
非常に高いシェアを誇る検索サービス大手。

9
TENCENT HOLDINGS
LIMITED

ソフトウェア・サービス 香港ドル 4.1%
【テンセン・ホールディングス】　中国のインターネットサービ
ス大手。インスタントメッセージサービスで高シェアを誇り、
携帯向けサービスも順調に拡大。

10 MTR CORPORATION 運輸 香港ドル 3.9%
【ＭＴＲコーポレーション】　香港を拠点とする交通サービス
会社。鉄道を保有するほか、沿線での不動産開発、本土で
の地下鉄事業に参画している。

株式組入銘柄数　　41銘柄 １０銘柄組入比率合計 44.5%

銘柄名



　　

（2012/01/30 ～ 2012/02/28 の内容です｡）
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2012年2月29日現在

ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの内容（ 2月28日号)

このページは、「東京海上アセットマネジメント投信株式会社」のデータを基に新光投信が作成しております。

※日付は、ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの基準価額算出日です。
※比率は、ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの純資産総額に対する比率です。
※各比率は、小数第2位を四捨五入しております。
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【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

ファンドマネージャー コメント
　・あくまで作成時点での見解等を開示したもので、将来の市場環境の変動やファンドの値動き等を保証するものではありません。

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

資産構成

内訳

外国株式等 95.7 %

その他資産 4.3 %

合計 100.0 %

月間騰落率 7.8 %

2012/2/28

※外国株式等には、新株予約権証券・投資証券を含んで表示して
   おります。

外国株式等組入６ヵ国

比率

1 シンガポール 34.1%

2 マレーシア 23.0%

3 インドネシア 19.5%

4 タイ 14.7%

5 フィリピン 3.8%

6 ベトナム 0.5%

国名

 
≪東南アジア株式市場の動向と運用経過≫ 

２月の東南アジア株式市場は、月初から月央にかけては、ギリシャに対す
る追加支援策の承認をめぐる混乱が相場の重石となるなか、１月の米国ＩＳＭ
製造業景況指数が５４．１と昨年６月以来の高水準となったことや米国雇用
統計が事前予想を上回る内容となったこと、また、ドイツの製造業関連統計も
強めの内容となったことに加え、中国人民銀行による預金準備率の引き下げ
を受けて投資家のリスク資産に対する選好が強まったことなどを背景に上昇
基調となりました。月後半には、イラン制裁に伴う原油価格の上昇がリスクと
して意識されて上値の重い展開となったものの、一部の市場を除いて、各市
場とも前月末水準を上回る値動きとなりました。 

シンガポール市場は、中国の金融緩和への政策転換の恩恵を受けるとの
期待などから中国での売上比率が高い不動産会社株が買われたほか、取引
量増加による業績拡大期待が広がった証券取引所株、銀行株などが相場を
けん引し、前月末比で３％弱の上昇となりました。マレーシア市場は、通期決
算が堅調な内容となったことに加え、引き続きデータ通信サービス事業が収
益拡大をけん引するとの見通しを受けた携帯電話会社株に加え、先進国に
よる流動性供給を背景とした商品価格の強気見通しが好感されたパーム油
関連株などが相場をけん引し、前月末比で３％弱の上昇となりました。タイ市
場は、洪水被害からの復興需要が景気を下支えするとの見方など同国経済
への楽観的な見通しを背景に、海外投資家からの資金流入が継続し、石油・
ガス生産能力の拡大計画発表が好感された国営系石油会社株や、貸出・預
金金利の引き下げを発表し、住宅ローンの獲得増加が収益拡大に繋がると
の見通しが広がった銀行株など相場をけん引し、前月末比で７％弱の上昇と
なりました。インドネシア市場は、原油価格の上昇を受けて、石油燃料に対す
る補助金給付の負担増加による同国財政の圧迫懸念を背景に、主に海外投
資家からの利益確定売りに押される展開となり、前月末比で小幅下落となり
ました。フィリピン市場は、国内における好調な不動産販売が好感された不動
産関連株、出資する傘下銀行のＭ＆Ａ観測を受けて株価が上伸した電力事
業を主力とするコングロマリット株のほか、銀行株や大手通信会社株などが
相場をけん引し、前月末比で４％弱の上昇となりました。ベトナム市場は、外
資系投資ファンドが今後２年で同国証券市場が大きく成長するとの見通しを
示したことなどが好感されて、前月末比で１０％近くの大幅上昇となりました。 

以上のような市場環境のなか、東南アジア経済の大きなけん引力であるサ
ービス分野、特に「交通・物流」、「娯楽・観光」、「都市生活（金融含む）」を重
点投資分野とし、ボトムアップによる銘柄選択を中心に、中期的な成長が期
待され、バランスシートも健全で業績透明度の高い銘柄を中心にポートフォリ
オを構築しました。 
 
≪翌月の投資環境見通しと今後の運用方針≫ 

欧米など先進国経済の先行きに不透明感があるなか、東南アジア地域の
経済は、域内の小売市場などが堅調なペースでの拡大を維持しており、引き
続き、こうした域内需要が経済成長をけん引し、高成長を持続すると考えます。
また、東南アジア各国の財政は、概ね相対的に健全な状況にあることから、
先進国経済の景気後退など外部環境の悪化を背景に、外需が極端に落ち
込むなどの事態が生じた場合には、財政出動により景気を下支えすることが
期待できます。東南アジア地域の企業収益についても、欧米への輸出依存
度の高い一部の企業は、欧米経済の景気動向の影響を受けることが懸念さ
れるものの、域内経済が高成長を持続するなか、内需関連企業を中心に概
ね堅調な成長が続くと考えています。 

そうした中、欧州債務問題および金融システム不安への懸念に加え、原油
価格上昇の消費活動への影響が、当面、東南アジア株式市場の主なリスク
要因と考えており、こうしたリスク要因の動向によっては、東南アジア株式市
場も一時的に調整する可能性があると考えます。しかし、米国経済が徐々に
明るさを取り戻していることや、ＥＣＢ（欧州中央銀行）の欧州金融機関に対す
る大規模な資金供給により金融機関の倒産リスクが後退したことなどから、
投資家心理に改善が見られていることに加え、足元の原油および国際商品
などの価格水準は低位には無いものの、東南アジア各国でインフレ加速が懸
念される水準にはなく、引き続き、金融引き締めの緩和が期待できることは株
式市場にとってはプラス材料になるものと考えられ、東南アジア地域の経済
や企業業績への期待感などを背景に、中長期的に株式市場も上昇傾向を継
続すると想定します。 

引き続き東南アジアの経済は相対的に堅調さを継続するとの見通しのもと、
経済成長のけん引役であるサービス分野、特に「交通・物流」、「娯楽・観光」、
「都市生活（金融含む）」を中心としたポートフォリオを維持します。 

外国株式等組入上位５業種

比率

1 銀行 27.0%

2 資本財 18.5%

3 電気通信サービス 10.9%

4 食品・飲料・タバコ 9.2%

5 不動産 6.0%

業種名

（2007年1月29日を10,000として指数化）
基準価額の推移（2007年1月30日 ～ 2012年2月28日)
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2012年2月29日現在

ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの内容（ 2月28日号)

※比率は、ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの純資産総額に対する比率です。

このページは、「東京海上アセットマネジメント投信株式会社」のデータを基に新光投信が作成しております。

【ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ】 0120-104-694
http://www.shinkotoushin.co.jp/

マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

※当資料はファンドの運用状況に関する情報提供を目的として新光投信が作成した資料であり、投資信託説明書（交付目論見書）ではありません。
※当資料に掲載した図、表、数値、コメント等はすべて過去のものであり、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありませ
ん。　※当資料は信頼できる情報に基づき作成していますが、その内容の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料は事前の通知な
しに内容を変更することがあります。　※投資信託は、リスクを含む商品（外貨建資産に投資する場合は為替リスクもあります。）であり、元本の保証
はありません。　※取得申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書（交付目論見書）等の書面をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、必
ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただいたうえ、投資に関してご自身でご判断ください。

外国株式等組入上位１０銘柄

※特定の銘柄の推奨を目的としたものではありません。また、将来の値動き等を示唆するものではありません。

業種名 通貨名 比率 銘柄解説

1
DBS GROUP HOLDING
LTD

銀行 シンガポールドル 6.9%
【ＤＢＳグループ・ホールディングス】　時価総額ベースでシ
ンガポール最大の金融グループ。グループ内で、商業銀
行、投資銀行業務などを展開。

2 KEPPEL CORP LTD 資本財 シンガポールドル 6.7%
【ケッペル】　シンガポールの多角経営企業。中核事業とし
てオフショア造船、インフラ整備、不動産開発・投資、通信・
運輸、エネルギーなどを展開。

3
C.P.ALL PUBLIC CO
LTD F

食品・生活必需品小売り タイバーツ 5.0%
【ＣＰオール】　コンビニエンスストア運営会社。タイと中国で
事業を展開。中国の上海および重慶で百貨店チェーンも展
開する。

4
SEMBCORP
INDUSTRIES LTD

資本財 シンガポールドル 4.4%
【セムコープ・インダストリーズ】　シンガポールのエンジニア
リング会社。法人向けに、電気、ガス、水道などのインフラ
整備や海洋エンジニアリングサービスなどを提供。

5
ASTRA
INTERNATIONAL TBK

自動車・自動車部品 インドネシアルピア 3.9%
【アストラ・インターナショナル】　自動車・二輪車・スペア部
品の組み立て、販売を手掛ける。子会社を通じて、鉱業、プ
ランテーション開発、金融、ＩＴ事業も展開。

6
CHAROEN POKPHAND
FOODS PLC CO LTD F

食品・飲料・タバコ タイバーツ 3.9%

【チャルーン・ポーカパン・フーズ】　チャルーン・ポーカパン・
グループの傘下にある食品・飼料メーカー。ニワトリ、カモ、
ブタ、牛、エビ、魚の飼料などを生産する。畜産業や家畜の
ブリーディングを行うほか、精肉や鶏肉の加工製品も生産
する。

7 CAPITALAND LIMITED 不動産 シンガポールドル 3.4%
【キャピタランド】　シンガポールの不動産開発会社。住宅や
商業施設開発の他、プロパティーファンド事業や、サービス
付レジデンス、その他不動産管理事業を手掛ける。

8
UTD OVERSEAS BANK
LTD UOB

銀行 シンガポールドル 2.9%
【ユナイテッド・オーバーシーズ銀行】　シンガポールの大手
商業銀行。グループ全体ではプライベートバンキング、信託
業務、ベンチャーキャピタル投資、保険業務なども展開。

9 DIGI.COM BERHAD 電気通信サービス マレーシアリンギット 2.3%
【デジ・ドッド・コム】　投資持株会社。主として、子会社を通
じてマレーシア国内でＧＳＭ方式ワイアレス通信サービスを
提供。

10 SIME DARBY BERHAD 資本財 マレーシアリンギット 2.3%
【サイム・ダービー】　マレーシアのコングロマリット。世界最
大のパーム油プランテーション事業を展開。ほかに、建設
機械・自動車販売、不動産事業などを営む。

株式等組入銘柄数　　67銘柄 １０銘柄組入比率合計 41.8%

銘柄名
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マンスリーレポート   当資料は１０枚組です。

設定・運用は新光投信
サザンアジア・オールスター株式ファンド

 

○当ファンドは、主として投資信託証券を通じて中国(華南地域)と東南アジア諸国の株式に投資します。実質的に
組み入れた株式の値動き、為替相場の変動などの影響により基準価額が変動しますので、これにより投資元本を
割り込み、損失を被ることがあります。したがって、当ファンドは元本が保証されているものではありません。
これらの運用による損益は受益者のみなさまに帰属します。 

○購入のお申し込みの際は、販売会社から投資信託説明書(交付目論見書)をあらかじめまたは同時にお渡しします
ので、必ずお受け取りになり、詳細をよくお読みいただき、投資に関してはご自身でご判断ください。また、あ
らかじめ交付される契約締結前交付書面など(目論見書補完書面を含む)の内容をよくお読みください。 

 

フ ァ ン ド の 特 色 

１．中国(主として香港、マカオなどの華南地域※)ならびに東南アジア(シンガポール、マレーシア、タイ、インドネ
シア、フィリピン、ベトナムなど)の株式に投資する投資信託証券を主要投資対象とします。 

※華南地域(華南)とは、当ファンドでは、香港、マカオおよび中国南部の広東省、海南省、福建省を指します。 

 

２．投資対象地域の、主としてサービス分野に関連する企業の株式に、実質的な投資を行います。 

※当ファンドで注目するサービス分野とは、人々に対して、快適さ、心地良さなどをもたらすサービスや商品を取り扱う産業全般を指し、

製造業を排除するものではありません。 
 

３．２本のファンドに投資するファンド・オブ・ファンズです。 

◆｢新光 サザン中国・オールスター株式マザーファンド｣は新光投信株式会社が運用を行い、｢ＴＭＡ サウス イースト エ
イジアン エクイティ ファンド｣は東京海上アセットマネジメント投信株式会社(ＴＭＡ)と、シンガポールを拠点とする
Ｔｏｋｉｏ Ｍａｒｉｎｅ Ａｓｓｅｔ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｐｔｅ. Ｌｔｄ.(ＴＭＡＩ）が共同で運用を行います。 

 

 

 
 

 

 
 

 

※ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンドの受益証券は円建てで発行されます。 

◆投資信託証券の組入比率は、原則として高位とすることを基本とし、各投資信託証券への投資割合は、それぞれの投資対
象市場の規模などを勘案して決定します。当ファンド(サザンアジア・オールスター株式ファンド)の純資産総額に対する
比率は、原則としてそれぞれ４０％から６０％の範囲内とします。 

◆投資信託証券に含まれる外貨建資産については、原則として当ファンドにおいて為替ヘッジを行いません。 

◆｢ＴＭＡ サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド｣への投資にあたっては、東京海上アセットマネジメント投信
株式会社から投資助言および情報提供を受けます。 

 

当ファンドの資金動向、市況動向などを勘案し、上記のような運用を行わない場合があります。 

 

４．原則として、年１回(毎年１月２５日。休業日の場合は翌営業日｡)の決算時に、収益の分配を行います。 

◆分配対象額の範囲は、繰越分を含めた経費控除後の利子・配当等収益と売買益(評価益を含みます｡)などの全額とします。 

◆分配金額は、委託会社が基準価額水準や市況動向などを勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の場合には、分
配を行わないことがあります。 

※運用状況により分配金額は変動します。将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
○投資信託は、預貯金・金融債ではありません。また元本の保証はありません。○投資信託は、預金保険制度の対象ではありません。○投資信託

は、保険契約者保護制度の対象ではありません。○登録金融機関は、投資者保護基金には加入していません。○投資信託の設定・運用は投資信託
委託会社が行います。○当資料は新光投信が作成した販売用資料です。信頼できると考えられるデータなどに基づき作成していますが、その内容

の正確性・完全性を保証するものではありません。予告なく当資料の内容を変更する場合があります。 

[収益分配金に関する留意事項] 

◎投資信託の分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価
額は下がります。なお、分配金の有無や金額は確定したものではありません。 

◎分配金は、計算期間中に発生した収益(経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益)を超えて支払われる場合があります。その場合、
当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率
を示すものではありません。 

◎お客さまのファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないしすべてが、実質的には元本の一部払い戻しに相当する場合があります。 

サ ザ ンア ジア ・ 

オールスター 

株式ファンド 

お
客
さ
ま 

新光 サザン中国・オールスター 

株式マザーファンド 

(国内籍) 

ＴＭＡ サウス イースト エイジアン
エクイティ ファンド 

(ケイマン諸島籍) 

中国(華南地域) 

の 株 式 な ど 

東 南 ア ジ ア 

の 株 式 な ど 

投資 

損益 

投資 

損益 

投資

損益

投資

損益

分 配 金 
換金代金 
償 還 金 

購入代金 
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設定・運用は新光投信
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ファンドの主な投資リスク 

当ファンドは、投資信託証券への投資を通じて主に中国および東南アジアの株式に投資します。これらの投資対象証
券には、主として次のような性質があり、当ファンドの基準価額を下落させる要因となるため、当ファンドへの投資
により損失を被る場合があります。したがって、当ファンドは元本が保証されているものではありません。投資信託
は預貯金とは異なります。 

●カントリーリスク 
投資対象国・地域の政治経済情勢、通貨規制、資本規制、税制などの要因によって資産価格や通貨価値が大きく変動する場合があ
ります。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 
当ファンドは実質的に中国および東南アジアの市場に投資しますが、一般に新興国市場は、先進国市場に比べて規模が小さく、流
動性も低く、金融インフラが未発達であり、様々な地政学的問題を抱えていることから、カントリーリスクはより高くなる可能性
があります。 

●株価変動リスク 
株式の価格は、国内外の政治・経済・社会情勢の変化、金利動向、発行企業の業績・経営状況の変化、市場の需給関係などの影響
を受け変動します。一般に、株価が下落した場合にはその影響を受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

●為替変動リスク 
外貨建資産は、為替相場の変動により円換算価格が変動します。一般に、保有外貨建資産が現地通貨ベースで値上がりした場合で
も、投資先の通貨に対して円高となった場合には、当該外貨建資産の円換算価格が下落し、当ファンドの基準価額が下落する可能
性があります。 
また、当ファンドは先進国通貨以外の外貨建証券にも実質的に投資を行うことから、為替変動リスクが相対的に高くなる可能性が
あります。 

●流動性リスク 
有価証券などを売買する際、当該有価証券などの市場規模が小さい場合や取引量が少ない場合には、希望する時期に、希望する価
格で、希望する数量を売買することができない可能性があります。特に流動性の低い有価証券などを売却する場合にはその影響を
受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

●特定の投資信託証券に投資するリスク 
当ファンドが組み入れる投資信託証券における運用会社の運用の巧拙が、当ファンドの運用成果に大きな影響を及ぼします。 

●信用リスク 
有価証券などの発行体が業績悪化・経営不振あるいは倒産に陥った場合、当該有価証券の価値が大きく減少すること、もしくは無
くなることがあります。また、有価証券の信用力の低下や格付けの引き下げ、債務不履行が生じた場合には、当該有価証券の価格
は下落します。これらの影響を受け、当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

●金利変動リスク 
公社債の価格は、金利水準の変化にともない変動します。一般に、金利が上昇した場合には公社債の価格は下落し、当ファンドの
基準価額が下落する可能性があります。 

●投資対象ファンドにかかる税制変更のリスク 
当ファンドが組み入れる外国籍投資信託の設定地および当該外国籍投資信託が投資を行う国において、税制などの変更があった場
合には、その影響を受け当ファンドの基準価額が下落する可能性があります。 

※基準価額の変動要因(投資リスク)は、上記に限定されるものではありません。 
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お申込みメモ 
 

商品分類 追加型投信／海外／株式 

購入単位 

（当初元本１口＝１円） 
購入単位は販売会社またはお申込コースにより異なります。 
お申込コースには、「分配金受取コース」と「分配金再投資コース」の２コースがあります。ただし、販売会社によってはどちらか一方の
みの取り扱いとなる場合があります。詳しくは販売会社または新光投信にお問い合わせください。 

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額 
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。 
換金単位 販売会社が定める単位 
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差し引いた価額 
換金代金 原則として換金申込受付日から起算して７営業日目からお支払いします。 

申込締切時間 
原則として営業日の午後３時までとし、当該締切時間を過ぎた場合の申込受付日は翌営業日となります。 
※申込締切時間は販売会社によって異なる場合があります。 

換金制限 投資信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求に制限を設ける場合があります。 
購入･換金の 
非受付日 

以下に定める日には、購入・換金のお申し込みの受付を行いません。 
・香港証券取引所の休業日  ・ルクセンブルグの銀行の休業日 

購入･換金申込受付 
の中止及び取消し 

金融商品取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購入・換金
のお申し込みの受付を中止することおよびすでに受け付けた購入・換金のお申し込みを取り消す場合があります。 

信託期間 ２０１７年１月２５日まで（２００７年１月３１日設定） 
繰上償還 受益権の総口数が１０億口を下回ることとなった場合などには、繰上償還することがあります。 
決算日 毎年１月２５日（休業日の場合は翌営業日） 

収益分配 
年１回の決算時に、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。ただし、分配対象額が少額の場合には、分配を行わないことが
あります。 
※「分配金再投資コース」を選択された場合の分配金（税引後）は自動的に無手数料で全額再投資されます。 

課税関係 
収益分配時の普通分配金ならびに換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して所定の税率により課税されます。 
当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
※税法が改正された場合などには、課税上の取り扱いが変更になる場合があります。 

 

ファンドの費用 
 

お客さまが直接的に負担する費用 

購入時 購入時手数料 
３．１５％（税込）を上限として、販売会社がそれぞれ独自に定める手数料率を購入申込受付日の翌営業日の基準価額に
乗じて得た額となります。詳しくは販売会社または新光投信にお問い合わせください。 

換金時 信託財産留保額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額に対し０．３％を乗じて得た額を換金時にご負担いただきます。 
お客さまが信託財産で間接的に負担する費用 

保有期間中 

運用管理費用 
(信託報酬) 

当ファンドで直接的または間接的に支払う実質的な信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対して年率 
１．６１３％～１．７３７％（税込）程度となります。 
（上記は、ケイマン諸島籍外国投資信託を４０％～６０％程度組み入れた場合の信託報酬の総額の概算を示していま
す。） 
・当ファンド：年率１．３６５％（税込） 
・ケイマン諸島籍外国投資信託：年率０．６２％ 
・国内籍投資信託：ありません 

その他の費用･ 
手数料 

上記以外にファンドの監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、資産の保管などに要する費用を、その都度、投資
信託財産が負担します。また、当ファンドが投資対象とする投資信託証券においても、有価証券などの売買手数料などが
かかります。 
「その他の費用・手数料」については、定時に見直されるものや売買条件などに応じて異なるものがあるため、当該費用
および合計額などを表示することができません。 

◎手数料などの合計額については、購入金額や保有期間などに応じて異なりますので、表示することができません。 
◎詳細につきましては、投資信託説明書（交付目論見書）、運用報告書などでご確認いただけます。 

 

委託会社、その他の関係法人 
 

■委 託 会 社： 新光投信株式会社   金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第３３９号 
加入協会：社団法人投資信託協会、社団法人日本証券投資顧問業協会 
ファンドの運用の指図などを行います。 

■受 託 会 社： 中央三井アセット信託銀行株式会社   ファンドの財産の保管および管理などを行います。 
■販 売 会 社： 募集・販売の取り扱い、投資信託説明書(目論見書)などの書面の交付、換金申込の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分

配金・換金代金・償還金の支払いなどを行います。 
■投資顧問会社： 東京海上アセットマネジメント投信株式会社   委託会社に対して投資助言および情報提供などを行います。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
新光投信株式会社  ヘルプデスク  フリーダイヤル ０１２０ - １０４ - ６９４（受付時間は営業日の午前９時～午後５時です。） 

インターネット  ホームページ  http://www.shinkotoushin.co.jp/ 
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販  売  会  社  一  覧 
  

販売会社名 登録番号 加入協会 

みずほ証券株式会社 
金融商品取引業者 
関東財務局長(金商)第９４号 

日本証券業協会、社団法人日本証券投資顧問業協会
社団法人金融先物取引業協会 
一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

アーク証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１号 

日本証券業協会

あかつき証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第６７号 

日本証券業協会

安藤証券株式会社 
金融商品取引業者
東海財務局長(金商)第１号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

岩井証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第３３５号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

エイチ・エス証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第３５号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

永和証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第５号 

日本証券業協会

株式会社ＳＢＩ証券 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第４４号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

岡三証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第５３号 

日本証券業協会

岡安証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第８号 

日本証券業協会

木村証券株式会社 
金融商品取引業者
東海財務局長(金商)第６号 

日本証券業協会

静岡東海証券株式会社 
金融商品取引業者
東海財務局長(金商)第８号 

日本証券業協会

株式会社証券ジャパン 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１７０号 

日本証券業協会

新和証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第９７号 

日本証券業協会

大熊本証券株式会社 
金融商品取引業者
九州財務局長(金商)第１号 

日本証券業協会

大山日ノ丸証券株式会社 
金融商品取引業者
中国財務局長(金商)第５号 

日本証券業協会

髙木証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第２０号 

日本証券業協会

内藤証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第２４号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

ばんせい証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１４８号 

日本証券業協会
社団法人日本証券投資顧問業協会 

ひろぎんウツミ屋証券株式会社 
金融商品取引業者
中国財務局長(金商)第２０号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

フィデリティ証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１５２号 

日本証券業協会

フィリップ証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１２７号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

三田証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１７５号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

三津井証券株式会社 
金融商品取引業者
北陸財務局長(金商)第１４号 

日本証券業協会

三豊証券株式会社 
金融商品取引業者
四国財務局長(金商)第７号 

日本証券業協会

むさし証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１０５号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

八幡証券株式会社 
金融商品取引業者
中国財務局長(金商)第７号 

日本証券業協会

楽天証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１９５号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

リテラ・クレア証券株式会社 
金融商品取引業者
関東財務局長(金商)第１９９号 

日本証券業協会
社団法人金融先物取引業協会 

六和証券株式会社 
金融商品取引業者
近畿財務局長(金商)第３７号 

日本証券業協会

株式会社紀陽銀行 
登録金融機関
近畿財務局長(登金)第８号 

日本証券業協会

この一覧表は、各販売会社より取得した情報を基に作成しています。 （順不同）
 


